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市民協働事業 相互評価シート（区案） 

１ 市民協働事業の概要 

事業名称 学び舎ひまわり（令和５年度） 

事業の実施者 
団体等 

港南区連合町内会長連絡協議会 

社会福祉法人横浜市港南区社会福祉協議会 

行 政 横浜市 

事業の目的 

港南区内の自治会町内会、地区社会福祉協議会及び各種委嘱団体などで活動する

方々が、様々な方向から地域づくりについて考える機会を提供することで、今後の

地域活動の充実と「協働による地域づくり」のより一層の推進を図ることを目的と

する。また、区・関連施設職員が加わり共に考え・学ぶことで互いに良きパートナ

ーシップを築きあげる契機とする。 

 事業の内容 

卒業生大交流会 

第１講 開校式・地域再発見！まち歩き in 港南 

第２講 実際に活動を見学！自慢の地域イベントを体感しよう！  

第３講 魅力的な活動がいっぱい！区内の取組から学ぼう 

第４講 地域で実現させたい！マイプランを作ろう 

第５講 卒業発表・卒業式 

学び舎ひまわり番外編 

役割及び責任

分担等 

○社会福祉法人横浜市港南区社会福祉協議会および横浜市 

１．企画及び関係機関との連絡調整 ５．報告・情報公開 

２．募集及び受講生への連絡    ６．事業評価 

３．講座運営及び備品等の準備   ７．受講生のバックアップ・フォロー 

４．講座の記録            アップ             等 

○港南区連合町内会長連絡協議会 

１．受講生の推薦   

２．地域への講座内容報告依頼   等 

実施期間 令和５年４月 25 日～令和６年３月 31 日 

 
記入日  令和６ 年 ３ 月 26 日 

記入者 

［団体等］  

・団体等名： 社会福祉法人横浜市港南区社会福祉協議会 

・記入責任者氏名： 加藤 一郎 

連絡先： 045-841-0256 

・団体等名 港南区連合町内会長連絡協議会 

・部署名： 横浜市港南区地域振興課地域運営推進係 

（区連会事務局） 

・記入責任者氏名： 岡本 康広 

連絡先： 045-847-8364 

[行政]  

・部署名： 横浜市港南区区政推進課地域力推進担当 

・記入責任者氏名： 柴田 尚子 

連絡先： 045-847-8383 
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 ２ 事業評価シート 

事
業
の
成
果 

 

●開校から 1１年を迎え、地域で学び舎ひまわりの認知度が高まり、地域の中で積極的に今後を担う人

材への受講をうながす動きがみられる。講座の開催意図が広く認知されていると感じる。 

 

●コロナ禍以降初めて卒業生の交流会を開催した。いただいた意見を今期の講座内容（紹介事例など）

に反映することが出来た。 

 

●第 2 講にて現地見学した取組を第 3 講でも扱うことで、現地で見学しただけでは分からない部分ま

で学ぶことが出来た。 

 

●昨年度同様、企業からの受講生を迎え講座を開催した。継続して受講していただくことで、企業も協

働による地域づくりをすすめる一員であるという理解が進んでいる。 

 

●各講座のアンケート結果が高評価であり、受講生に満足していただける講座を実施することができ

た。 

 

協
働
に
よ
り
得
た
成
果 

 

●講座当日の運営について、団体と行政で協力して円滑に進めることが出来た。 

 

●事前や講座終了後の資料作成、開催報告作成やマイプラン編集等といった事務を、うまく事務局内で

役割分担でき、滞りなく講座を運営することができた。 

課
題
と
今
後
の
対
応 

●受講生を出せない地区が固定化しつつある。また地域ケアプラザからの受講生がいない期が続いて

いる。次年度は新たなアプローチを検討する必要がある。 

 

●募集要項で中学生以上が受講可能であることを明記するなどの工夫を行うことで、青少年も含む幅

広い層に受講してもらい、地域活動の担い手の層を広げていきたい。 

 

●コロナ禍が明け、以前より現役で働いている世代の受講生が減少したと感じる。多忙な世代にも受講

してもらえるよう、たとえばリモートや講座を録画して後で視聴できないか等について検討したい。

（困難ではあるが） 

 

●今年度はコロナ禍前に行っていた全卒業生対象の番外編・卒業生交流会を再開し、期を超えた交流の

促進を進めることができたが、参加者が固定化しつつある。特に期の浅い卒業生の参加者が少ないの

で、時期や内容、開催回数の検討が必要。 

 

●コロナ禍前より卒業生対象の番外編として事例等の見学会を本編講座の終了後に開催してきたが、

見学先が限られるため、時期や内容を精査し、毎年開催しないことも含めて検討する必要がある。 

 

●「今後の地域活動の充実と「協働による地域づくり」のより一層の推進を図る」という事業目的達成

のため、受講生の卒業後の活動について調査し、必要な支援を行う必要がある。 

 

 

 


